
 

 〇「こども家庭ソーシャルワーカーの要件について」（令和６年３月 18日付けこ支虐第 81号こども家庭庁支援局長、こ成保第 159号こ

ども家庭庁成育局長通知）の一部改正 

 

改正後 現行 

１ 施行規則第５条の２の８第１号から第３号まで（社会福祉士若

しくは精神保健福祉士の資格を有する者又はこども家庭福祉の相

談援助業務に従事したことのある者に係る規定）について 

（１） （略） 

（２）指定施設について 

  令和７年度の試験における指定施設の範囲は、別紙の通りであ

る。 

 

（３）・（４） （略） 

２・３ （略） 

（参考） （略） 

１ 施行規則第５条の２の８第１号から第３号まで（社会福祉士若

しくは精神保健福祉士の資格を有する者又はこども家庭福祉の相

談援助業務に従事したことのある者に係る規定）について 

（１） （略） 

（２）指定施設について 

  令和６年度の試験における指定施設の範囲は、別紙の通りであ

る。なお、翌年度以降における指定施設の範囲は、試験が実施さ

れる年度の６月頃に本通知を改正してお示しする予定である。 

（３）・（４） （略） 

２・３ （略） 

（参考） （略） 

 

  

別添 
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改正後 現行 

別紙 

指定施設の範囲 

 

指定施設の範囲は以下の通りである。なお、児童福祉法施行規則

第５条の３、社会福祉士及び介護福祉士法施行規則第２条、精神保

健福祉士法施行規則第２条、「児童福祉司の任用資格要件に関する

指定施設における業務の範囲等について」（平成 17 年２月 25 日付

け雇児発第 0225003号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知（令

和７年 10月 31日最終改正））等をまとめたものである。 

 

１． 社会福祉士及び介護福祉士法第７条第４号の厚生労働省令で定

める施設 

○ （略） 

○ 上記施設に準ずる施設として厚生労働大臣が認める以下の施設  

○ （略） 

○ 「ひとり親家庭等就業・自立支援事業の実施について」（令和

７年５月９日付けこ支家第 211号)別紙（ひとり親家庭等就業・

自立支援事業実施要綱）に基づく「就業支援事業」を行ってい

る施設 

 

○ （略） 

○ 「ひとり親家庭相談支援体制強化事業の実施について」（令和

７年５月９日付けこ支家第 214 号)別紙（ひとり親家庭相談支

援体制強化事業実施要綱）に基づく「就業支援専門員配置等事

業」を行っている施設 

 

○ （略） 

○ 「生活困窮者自立相談支援事業等の実施について」別添 32（地

別紙 

指定施設の範囲 

 

指定施設の範囲は以下の通りである。なお、児童福祉法施行規則

第５条の３、社会福祉士及び介護福祉士法施行規則第２条、精神保

健福祉士法施行規則第２条、「児童福祉司の任用資格要件に関する

指定施設における業務の範囲等について」（令和６年８月８日付け

こ支虐第 316号こども家庭庁支援局長通知）等をまとめたものであ

る。 

 

１． 社会福祉士及び介護福祉士法第７条第４号の厚生労働省令で定

める施設 

○ （略） 

○ 上記施設に準ずる施設として厚生労働大臣が認める以下の施設  

○ （略） 

○ 「母子家庭等就業・自立支援事業の実施について」（平成 20

年７月 22日付け雇児発第 0722003号）別紙（母子家庭等就業・

自立支援事業実施要綱）に基づく「母子家庭等就業・自立支援

センター事業」及び「一般市等就業・自立支援事業」を行って

いる施設 

○ （略） 

○ 「ひとり親家庭への総合的な支援のための相談窓口の強化事

業の実施について」（平成 26年３月 31日雇児発 0331第５号）

別紙（ひとり親家庭への総合的な支援のための相談窓口の強化

事業実施要綱）に基づく「就業支援専門員配置等事業」を行っ

ている施設 

○ （略） 

○ 「生活困窮者自立相談支援事業等の実施について」別添 33（地
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改正後 現行 

域生活定着促進事業実施要領）に基づく地域生活定着支援セン

ター 

○ （略） 

○ 生活困窮者自立支援法に規定する生活困窮者自立相談支援

事業を行っている自立相談支援機関、生活困窮者就労準備支援

事業を行っている事業所及び生活困窮者家計改善支援事業を

行っている事業所、子どもの学習・生活支援事業を行っている

事業所 

○ （略） 

〇 生活保護法に規定する被保護者就労支援事業を行っている

事業所 

〇 生活保護法に規定する子どもの進路選択支援事業、被保護者

就労準備支援事業、被保護者家計改善支援事業、被保護者地域

居住支援事業を行っている事業所 

○ （略） 

〇「官民協働等女性支援事業の実施について」（令和７年４月 22

日付け社援発 0422 第１号）に基づく官民協働等女性支援事業

を行っている事業所、同通知により廃止された「若年被害女性

等支援事業の実施について」（令和６年３月 29 日付け社援発

0329 第 82 号）別紙（若年被害女性等支援事業実施要領）に基

づく若年被害女性等支援事業を行う事業所 

○ （略） 

〇 児童福祉法に規定するこども家庭センター 

〇 児童福祉法に規定する妊婦等包括相談支援事業を行う機関 

○ 児童福祉法に規定する地域子育て相談機関 

○ 民間あっせん機関による養子縁組のあっせんに係る児童の

保護等に関する法律に規定する民間あっせん機関 

※なお、「指定施設における業務の範囲等及び介護福祉士試験の受

験資格の認定に係る介護等の業務の範囲等について」（令和６年

域生活定着促進事業実施要領）に基づく地域生活定着支援セン

ター 

○ （略） 

○ 生活困窮者自立支援法に規定する生活困窮者自立相談支援

事業を行っている自立相談支援機関、生活困窮者就労準備支援

事業を行う事業所及び生活困窮者家計改善支援事業を行って

いる事業所 

 

○ （略） 

〇 生活保護法に規定する被保護者就労支援事業を行っている

事業所 

（新設） 

 

 

○ （略） 

〇「若年被害女性等支援事業の実施について」（令和６年３月 29

日付け社援発 0329第 82号）別紙（若年被害女性等支援事業実

施要領）に基づく若年被害女性等支援事業を行っている事業所 

 

 

 

○ （略） 

〇 児童福祉法に規定するこども家庭センター 

（新設） 

○ 児童福祉法に規定する地域子育て相談機関 

（新設） 

 

※なお、「指定施設における業務の範囲等及び介護福祉士試験の受

験資格の認定に係る介護等の業務の範囲等について」（令和６年
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改正後 現行 

７月３日付け社援第１号厚生省社会・援護局長通知）別添１の２

（102）「福祉に関する相談援助を行う施設として厚生労働大臣が

個別に認めた施設」については、社会福祉士の受験資格として厚

生労働大臣が個別に認める施設であり、こども家庭ソーシャルワ

ーカーにおける指定施設には含まれない。 

 

２． 精神保健福祉士法第７条第４号の厚生労働省令で定める施設 

○ （略） 

○ 上記施設に準ずる施設として厚生労働大臣が定める以下の施設

（精神障害者に対してサービスを提供するものに限る。） 

○ （略） 

○ 「ひとり親家庭等就業・自立支援事業の実施について」（令和

７年５月９日付けこ支家第 211号)別紙（ひとり親家庭等就業・

自立支援事業実施要綱）に基づく「就業支援事業」を行う施設 

 

 

○ （略） 

○ 「生活困窮者自立相談支援事業等の実施について」別添 14（ひ

きこもり支援推進事業実施要領）に基づくひきこもり地域支援

センター 

○ 「生活困窮者自立相談支援事業等の実施について」別添 31（地

域生活定着促進事業実施要領）に基づく地域生活定着支援セン

ター 

○ （略） 

〇 児童福祉法に規定する妊産婦等生活援助事業を行う施設 

○ 民間あっせん機関による養子縁組のあっせんに係る児童の

保護等に関する法律に規定する民間あっせん機関 

○ 児童福祉法に規定する一時保護施設 

〇 「市区町村子ども家庭総合支援拠点の設置運営等について」

７月３日付け社援第１号厚生省社会・援護局長通知）別添１の２

（99）「福祉に関する相談援助を行う施設として厚生労働大臣が

個別に認めた施設」については、社会福祉士の受験資格として厚

生労働大臣が個別に認める施設であり、こども家庭ソーシャルワ

ーカーにおける指定施設には含まれない。 

 

２． 精神保健福祉士法第７条第４号の厚生労働省令で定める施設 

○ （略） 

○ 上記施設に準ずる施設として厚生労働大臣が定める以下の施設

（精神障害者に対してサービスを提供するものに限る。） 

○ （略） 

○ 「母子家庭等就業・自立支援事業の実施について」（平成 20

年７月 22日付け雇児発第 0722003号）別紙（母子家庭等就業・

自立支援事業実施要綱）に基づく「母子家庭等就業・自立支援

センター事業」及び「一般市等就業・自立支援事業」を行って

いる施設 

○ （略） 

○ 「生活困窮者自立相談支援事業等の実施について」別添 17（ひ

きこもり支援推進事業実施要領）に基づくひきこもり地域支援

センター 

○ 「生活困窮者自立相談支援事業等の実施について」別添 33（地

域生活定着促進事業実施要領）に基づく地域生活定着支援セン

ター 

○ （略） 

〇 児童福祉法に規定する妊産婦等生活援助事業を行う施設 

（新設） 

 

（新設） 

（新設） 
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改正後 現行 

別添（「市区町村子ども家庭総合支援拠点」設置運営要綱）に基

づく子ども家庭総合支援拠点 

〇 子ども・若者育成支援推進法に規定する子ども・若者総合相

談センター 

〇 児童福祉法に規定する養育支援訪問事業を行っている事業 

〇 児童福祉法に規定する親子再統合支援事業を行っている事

業所 

※なお、「指定施設における業務の範囲等について」（平成 23 年８

月５日付け障発 0805 第４号厚生労働省社会・援護局障害保健福

祉部長通知）の３（25）「精神保健福祉に関する相談援助を行う施

設として厚生労働大臣が個別に認めた施設」については、精神保

健福祉士の受験資格として厚生労働大臣が個別に認める施設で

あり、こども家庭ソーシャルワーカーにおける指定施設には含ま

れない。 

 

３． 上記に掲げる施設に準ずる施設としてこども家庭庁長官が認め

る施設 

 （略） 

〇 認定こども園 

〇 ひとり親家庭等生活支援事業を行う事業所 

〇 こどもの生活・学習支援事業を行う事業所 

〇 ヤングケアラー支援体制強化事業を行う事業所 

 

 

（新設） 

 

（新設） 

（新設） 

 

※なお、「指定施設における業務の範囲等について」（平成 23 年８

月５日付け障発 0805 第４号厚生労働省社会・援護局障害保健福

祉部長通知）の３（19）「精神保健福祉に関する相談援助を行う施

設として厚生労働大臣が個別に認めた施設」については、精神保

健福祉士の受験資格として厚生労働大臣が個別に認める施設で

あり、こども家庭ソーシャルワーカーにおける指定施設には含ま

れない。 

 

３． 上記に掲げる施設に準ずる施設としてこども家庭庁長官が認め

る施設 

 （略） 

〇 認定こども園 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

 

 


